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日本の土砂災害対策について

国土交通省河川局砂防部
砂防計画課課長補佐

塩井 直彦

Ｈ１９．１２．３ 日・台砂防技術交流
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自然条件
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中央構造線
糸魚川・静岡構造線

特殊土壌地帯

活火山

プレート境界

フィリピン海プレート

太平洋プレート

ユーラシアプレート

北アメリカ
プレート

断層が多く複雑な地質、シラス・マサ土等の

特殊土壌に覆われ、崩れやすい国土

脆弱な日本列島
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世界の火山
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緊急地震速報（平成１９年１０月より開始）

首都直下地震（東京湾北部地震）

最大 約１０００人

東南海・南海地震（同時発生）

最大 約２１００人

東海地震

最大 約７００人

各地震で想定される土砂災害による死者数

緊急地震速報の原理

中央防災会議資料より

気象庁資料より
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頻発する集中豪雨
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1. 時間雨量 ５５００ ㎜以上の降雨の発生回数

2. 時間雨量 １００１００ ㎜以上の降雨の発生回数

S51525354555657 585960 616263 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415

H8～17

平均平均228888回回平均平均 234234 回回

S61～H7

平均 209回

S51～60

（回/年）
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H8～17
平均平均 44..77回回

平均平均 22..33回回

S61～H7

平均平均 22..22 回回

S51～60（回/年）

500

１時間降雨量における年間延べ件数

（全国のアメダス地点 約1,300箇所より）
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土砂災害の増加・激甚化

S62～H8

平均2.42.4回/y

H9～18

平均5.15.1回/y

過去３０年における過去３０年における
災害発生件数災害発生件数

降雨降雨100(mm/h)100(mm/h)以上の発生回数以上の発生回数

1,1611,161件件/y/y

765765件件/y/y

（※H4-7の雲仙普賢岳による火砕流を除く。S52～57の土石流、地すべりの件数は推計値：砂防部保全課調べ）

過去30～20年

過去30年間の災害発生件数
平均898件/年

近年10年

（気象庁資料に加筆）

S52～61

平均2.22.2回/y

767767件件/y/y

土砂災害の増加土砂災害の増加
激甚化激甚化
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栃尾市北荷頃
地すべり災害

（３／１）

平成1６年８月
台風１０・１１号豪雨
（７／３１～８／２）

台

16

村田町平地区
地すべり災害

（４／２６）

台

6

台

4

台

18

台

15

平成1６年７月福井豪雨
（７／１８）

白峰村別当谷
土石流災害
（５／１７）

台

11

台

10

平成1６年７月新潟・福島豪雨
（７／１３）

台

21

平成1６年９月
台風２１号豪雨

（９／２９）

台

22

平成1６年８月
台風１５号豪雨

（８／１７～８／１９）台

23

新潟県中越地震災
害

（１０／２３）

平成1６年１０月
台風２３号豪雨

（１０／２０）

例年の約４倍の台風が
日本に上陸（１０個：過去最大数）し、

各地で土砂災害が発生

２００５年の台風上陸１０個２００５年の台風上陸１０個

【参考】

台風の平均発生個数：26.7個※

〃 上陸個数： 2.6個※

2004までの最大上陸数：６個
(H2,H5)

※1971年から2000年までの30年間の平均値
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社会的条件
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65歳以上人口

生産年齢（15～64歳）人口割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

8,993

3,646

4,595

752

資料）総務省「平成17年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年）」より作成

1,752

8,409

2,567

12,777

我が国の将来人口推計
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資料） 日本：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年）」、
　　　　 U N  「W orld P opulation P rospects The 2004 R evision」より作成

高齢化率の推移の国際比較
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○中山間地域では集落維持が困難と考える市町村が増加。住民への生活サービス低下や国土管理上の問題が発生。
集落が消滅する可能性ありと答えた市町村は全体の２割。
集落維持困難市町村では商店街の廃業、バス路線の廃止、公的機関の移転など生活サービスの提供が困難。
耕作放棄地の増大、獣害の発生、森林の荒廃等の国土管理上の問題が発生。

出典：全国市町村アンケート調査結果 （2004年8月）をもとに作成

東北地方の日本海側

道南地方

北海道の内陸部

中部地方の内陸部

半島の端部

四国の内陸部

中国地方の日本海側

京浜葉大都市圏

中京大都市圏

道東地方

○○

○○

消滅の可

消滅の可

100％

56%

29%

15%

８２都市圏

1910(100％ )

984(50%)

59(31%)

388(19%)

総計

39%消滅の可能性なし

100％合計

35%どちらとも言えない

26%消滅の可能性あり

自然共生
地域

集落消滅に関する

自治体の回答

100％

56%

29%

15%

８２都市圏

1910(100％ )

984(50%)

59(31%)

388(19%)

総計

39%消滅の可能性なし

100％合計

35%どちらとも言えない

26%消滅の可能性あり

自然共生
地域

集落消滅に関する

自治体の回答

京阪神大都市圏

北部九州

九州の中央部

61%

○○

○○

消滅の可能性あり

消滅の可能性なし

集落消滅の危機感をもつ自治体

限界集落限界集落限界集落
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都市の拡大と土砂災害

急傾斜地崩壊危険箇所24箇所に

○市街地の無秩序なスプロール化の進展により、土砂災害の危険性は急激に高まっている。

《宅地開発の現状（広島市佐伯区の事例）》

急傾斜地崩壊危険箇所は４箇所

開発により山麓にまで及んだ住宅地を襲った土石流・がけ崩れ災害
（平成11年６月末豪雨による広島市の被災状況）
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自 然 災 害 の 顕 在 化

都市化の進展

人
口
・
産
業
・
資
産

災害に対する免疫性の低下

自然災害の顕在化

都市区域の拡大
都市構造の変化

・脆弱な土地の利用
・土地利用の高度化

人口の集積

・被害のポテンシャルの増大

自然的変化
・温暖化

社会経済的変化

・過密、過疎
・少子化

・高齢化

山村の過疎化

森林の荒廃
地域を守る担い手
不足

人口の過疎

インパクト
(豪雨、地震、火山噴火)
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予算の減少

砂防関係予算には河川等関公、特定治水を含み、各年前年度剰余金等を含んでいる。
H17～H19については、河川局予算の倍率を使用している。
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■砂防施設整備状況
■自然災害の死者・行方不明者に占める土砂
災害の割合(昭和42年～平成17年，阪神・淡路大

震災における死者・行方不明者数を除く）

土砂災害
４２％

その他の
自然災害
５８％

追いつかない施設整備

（平成１８年度末）

箇所数 整備率

土石流危険渓流
約８９，５００
（平成１４年公表）

約２１％

地すべり危険箇所
約１１，３００
（平成１０年公表）

約２２％

急傾斜地崩壊危険箇所
約１１３，６００
（平成１４年公表）

約２５％

計 約２１４，０００ 約２３％
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最近の土砂災害
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9/18 6時頃

温帯低気圧

２００７年の土砂災害

＜平成１９年１１月２２日現在＞

33月月 能登半島地震能登半島地震

速報値

22月月 融雪出水による土砂災害融雪出水による土砂災害44月月 融雪出水による土砂災害融雪出水による土砂災害

北海道小樽市朝里川温泉新潟県柏崎市（青海川） 福島県大沼郡金山町

石川県羽咋郡志賀町赤崎

88月月3131日豪雨日豪雨

88月月2222日～日～2323日豪雨日豪雨

鳥取県八頭郡若桜町

島根県隠岐郡隠岐の島町都万

熊本県下益城郡美里町

鹿児島県垂水市二川

77月月 台風第４号及び梅雨前線台風第４号及び梅雨前線

宮崎県西臼杵郡日之影町鹿川

※今後の調査により、土砂災害発生件数に変更のおそれがある

88月月 台風第５号台風第５号

77月月 台風第４号及び梅雨前線台風第４号及び梅雨前線

千葉県いすみ市大原宮城県白石市小原追久保

99月月 台風第台風第99号号77月月 台風第４号及び梅雨前線台風第４号及び梅雨前線

群馬県多野郡上野村野栗沢（直轄）

凡例
土砂災害発生件数

100件以上

50～99件

25～49件

1～24件

0 件

凡例
土砂災害発生件数

100件以上

50～99件

25～49件

1～24件

0 件

台風進路

77月月 新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震

台風第４号

台風第５号

台風第９号

台風第１１号

9/13～9/18

8/29～9/9

7/29～8/5

7/9～7/18

台風第２０号

10/26～10/29

能登半島地震

新潟県中越沖地震

（Ｍ６．９）

（Ｍ６．８）

3/25

7/16

1010月月 台風第台風第2020号号

東京都三宅村三池地区の沢
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２００７年の土砂災害２００７年の土砂災害２００７年の土砂災害

国道８号線
青海川集落

JR信越本線 青海川駅

新潟県中越沖地震における土砂災害

（新潟県柏崎市）

国道２２０号

垂水方向

郵便局の屋根

台風第４号及び梅雨前線における土砂災害
（鹿児島県垂水市）
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11月22日現在

８３３
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土砂災害対策の方針
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土砂災害対策の３本柱

ハード対策
『施設整備』

・砂防事業（砂防えん堤、渓流保全工、等）
・地すべり防止工事（排水工、抑止杭、等）
・急傾斜地崩壊防止工事（のり枠工、等）

ソフト対策
『警戒避難』

・情報システム整備
・気象庁と連携した

土砂災害警戒情報
の作成 等

ソフト対策
『土地利用規制』

『土砂災害防止法』に基づく
・土砂災害特別警戒区域指定
・開発行為の制限、建築物の構造規制
・特別警戒区域からの家屋移転の促進

① 人命、財産を保全するハード対策「施設整備」「施設整備」
② 避難により、人命を保護するソフト対策「警戒避難」「警戒避難」
③ 土砂災害危険箇所における新たな住宅開発を抑制するためのソフト対策「土地利「土地利
用規制」用規制」

開発抑制人命保護

人命・財産の保全

『土砂災害防止法』に基づく
・土砂災害警戒区域指定
・土砂災害ハザードマップ作成
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○施設整備が基本

○土砂災害防止法の指定 危険な区域を知らせる

危険

な区域を増やさない

○雨量情報等の提供

○避難勧告の早期発令・確実な伝達

最近の災害の教訓
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ハード対策
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重点的なハード対策の推進

静岡県由比

流木災害対策

治山事業との連携による一体的かつ集
中的な流木対策の実施。

火山噴火緊急減災対策

ハード・ソフト対策からなる火山噴火時の
緊急対応を定める

災害時要援護者対策

豪雨により要援護者施設の
背後斜面が崩壊。入所者約
70人全員が避難

要援護者施設

災害時要援護者施設を含む箇所を
重点的に整備。

被災した自治会館

香川県大野原町

土石流発生

安全な避難場所が近隣にない箇所を
重点的に整備。

避難場所に対する対策 地震による土砂災害対策

H17福岡県西方沖地震

地震による土砂災害の発生危険度の高
い箇所を重点的に整備。

防災拠点対策

防災拠点（市町村役場、警察署、消防署等）
含む箇所を重点的に整備。

鹿児島県村役場

火山山麓緩
衝帯の設定

緊急支援資
機材の備蓄

光ケーブル網等の整備
(広域避難の支援等)

ﾘｱﾙﾀｲﾑﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟに
よる危険区域の想定緊急施工の

実施(無人
化施工等)

火山監視
機器の緊
急整備

火山防災ス
テーション
の機能強化
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土砂災害危険箇所のうち災害時要援護者施設が箇所内にある割合

危険箇所総数：約13,000箇所

災害要援護者が24時間滞在する施設がある箇所(約3,000箇所)

図．平成14年～18年で発生した土砂災害による
死者・行方不明者のうち災害時要援護者の割合

災害時要援護者関連施設の対策

写真．がけ崩れの直撃を受けた花倉病院
（平成５年８月豪雨 鹿児島県吉野町）

けくら

施設整備の重点化

その他
４１ %

災害時要援護者
５９ %
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下流保全
対象

砂防施設の効果事例 平成１９年７月の梅雨前線

柏川

葛之尾川
土
石
流
発
生

土石流発生

平成１９年７月６日（梅雨前線豪雨）で発生した

土石流で被災

全壊した

「社会教育センター」

←全壊した

「柏川集会所」

楠根草川

楠根草川

保全
対象

発災前(平成１９年６月５日撮影)

上
流
側
の
空
き
状
況

効果発揮(平成１９年７月１１日撮影)

平成１９年７月６日（梅雨前線豪雨）で発生した

土石流を捕捉

下流から撮影下流から撮影

土石流発生

みどりかわ かしわがわ くねくさ

緑川水系柏川 楠根草砂防えん堤
しもましきぐん みさとまち くねくさ

（熊本県下益城郡美里町楠根草地先）
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ソフト対策
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土砂災害関係４法イメージ

土砂災害の発生源

地すべり等防止法

砂防法

急傾斜地法

ハード対策
○砂防工事
○地すべり防止工事
○急傾斜地崩壊防止工事

土砂災害の危険地域

土砂災害防止法

ソフト対策
○ 警戒避難体制の整備
○ 開発行為の規制
○ 建築物の構造規制
○ 移転等の勧告

ソフト対策
土石の採取等の行為制限
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H17
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全土砂災害
危険箇所数

H17

土砂災害警戒区域等指定数の増加

土砂災害警戒区域
等の指定は近年急
激に伸びている。
しかし、全ての土
砂災害危険箇所に
指定するまでには
更なる促進が必要
である。

対象となる土砂災害：急傾斜地の崩壊、土石流、地滑り

土砂災害防止対策基本指針の作成[国土交通大臣]

・土砂災害防止に基づき行われる土砂災害防止法に関する基本的な事項

・基礎調査の実施について指針となるべき事項

・土砂災害警戒区域等の指定について指針となるべき事項

・土砂災害特別警戒区域内の建築物の移転等の指針となるべき事項

土砂災害防止対策基本指針の作成[国土交通大臣]

・土砂災害防止に基づき行われる土砂災害防止法に関する基本的な事項

・基礎調査の実施について指針となるべき事項

・土砂災害警戒区域等の指定について指針となるべき事項

・土砂災害特別警戒区域内の建築物の移転等の指針となるべき事項

基礎調査の実施[都道府県]

①都道府県は、土砂災害警戒区域の指定等の土砂災害防止対策に必要な基礎調査を実施

②国は、都道府県に対して費用の一部を補助

基礎調査の実施[都道府県]

①都道府県は、土砂災害警戒区域の指定等の土砂災害防止対策に必要な基礎調査を実施

②国は、都道府県に対して費用の一部を補助

土砂災害警戒区域の指定[都道府県知事]
（土砂災害のおそれがある区域）

●警戒避難体制の整備

●警戒避難に関する事項の住民への周知

土砂災害特別警戒区域の指定[都道府県知事]
（建築物に損壊が生じ、住民の生命または身体に著しい危険が生じるおそれがある区域）

●特定開発行為に対する許可制

対象：住宅宅地分譲、社会福祉施設等のための開発行為

●建築規制（都市計画区域外も建築確認の対象）

●移転等の勧告

●移転者への融資、資金確保

＜警戒避難体制＞

・市町村地域防災計画

（災害対策基本法）

＜建築物の構造規制＞

・民家を有する建築物の構造
耐力に関する基準の設定

（建築基準法）

＜移転支援＞

・住宅金融公庫融資等

土砂災害警戒区域の指定[都道府県知事]
（土砂災害のおそれがある区域）

●警戒避難体制の整備

●警戒避難に関する事項の住民への周知

土砂災害特別警戒区域の指定[都道府県知事]
（建築物に損壊が生じ、住民の生命または身体に著しい危険が生じるおそれがある区域）

●特定開発行為に対する許可制

対象：住宅宅地分譲、社会福祉施設等のための開発行為

●建築規制（都市計画区域外も建築確認の対象）

●移転等の勧告

●移転者への融資、資金確保

土砂災害警戒区域の指定[都道府県知事]
（土砂災害のおそれがある区域）

●警戒避難体制の整備

●警戒避難に関する事項の住民への周知

土砂災害特別警戒区域の指定[都道府県知事]
（建築物に損壊が生じ、住民の生命または身体に著しい危険が生じるおそれがある区域）

●特定開発行為に対する許可制

対象：住宅宅地分譲、社会福祉施設等のための開発行為

●建築規制（都市計画区域外も建築確認の対象）

●移転等の勧告

●移転者への融資、資金確保

土砂災害特別警戒区域の指定[都道府県知事]
（建築物に損壊が生じ、住民の生命または身体に著しい危険が生じるおそれがある区域）

●特定開発行為に対する許可制

対象：住宅宅地分譲、社会福祉施設等のための開発行為

●建築規制（都市計画区域外も建築確認の対象）

●移転等の勧告

●移転者への融資、資金確保

土砂災害特別警戒区域の指定[都道府県知事]
（建築物に損壊が生じ、住民の生命または身体に著しい危険が生じるおそれがある区域）

●特定開発行為に対する許可制

対象：住宅宅地分譲、社会福祉施設等のための開発行為

●建築規制（都市計画区域外も建築確認の対象）

●移転等の勧告

●移転者への融資、資金確保

＜警戒避難体制＞

・市町村地域防災計画

（災害対策基本法）

＜建築物の構造規制＞

・民家を有する建築物の構造
耐力に関する基準の設定

（建築基準法）

＜移転支援＞

・住宅金融公庫融資等

土砂災害警戒区域等の指定イメージ
（土石流）

土砂災害防止法の概要
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土砂災害警戒区域の指定状況

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000
約52万【土砂災害警戒区域等の指定】

全危険箇所数 約52万箇所

H13年度末

14年度末

15年度末
16年度末

17年度末 19年10月31日

現在

0 13 126 3,580

14,296

43,722

土砂災害
危険箇所数等

●土砂災害警戒区域等の指定は近年急激に伸びている。し
かし、土砂災害警戒区域、特別警戒区域を、全ての土砂災害
危険箇所に指定するまでには更なる促進が必要。

1000箇所以上

500～1000箇所

100～500箇所

1～100箇所

18年度末

54,267

（平成１９年１０月３１日現在）

全都道府県
５４，２６７箇所

土砂災害警戒区域等の指定状況
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土砂災害ハザードマップ
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平成19年11月30日現
在、39府県で運用中。
平成19年度末までに

全国で運用開始予定

土砂災害警戒情報を市町村へ･住民へ
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【土砂災害警戒情報の伝達経路 】

土砂災害警戒情報

気象台からの情報の流れ （気象警報等）

住

民
都道府県

（消防防災部局）

テレビ・ラジオ

市町村

地方気象台地方気象台 気象業務法に基づき伝達

土砂災害警戒情報

都道府県砂防部局

（土木部等）

都道府県砂防部局

（土木部等）

切迫性のある情報 ※もあわせて提供
※土砂災害発生危険性の時間的推移がわ
かる情報と簡明な説明文を記載したもの

都道府県

出先機関

都道府県

出先機関

直轄砂防事務所

【土砂災害警戒情報の伝達経路 】

土砂災害警戒情報

気象台からの情報の流れ （気象警報等）

住

民
都道府県

（消防防災部局）

テレビ・ラジオ

市町村

地方気象台地方気象台 気象業務法に基づき伝達

土砂災害警戒情報

都道府県砂防部局

（土木部等）

都道府県砂防部局

（土木部等）

切迫性のある情報 ※もあわせて提供
※土砂災害発生危険性の時間的推移がわ
かる情報と簡明な説明文を記載したもの

都道府県

出先機関

都道府県

出先機関

直轄砂防事務所

発表基準

当該市町村の5kmメッ

シュの危険度が監視基
準を予測で超過、もしくは、
実況で超過

発表単位

市町村を基本とする。
合併前の旧市町村単
位とすることも可

2時間後
60
分
積
算
雨
量

土壌雨量指数 (mm)

(mm/hr)

40

20

0

0 100 200 300

現在

1時間後予測値

2時間後予測値

観測値

予測値

危険度高↑

危険度低↓

6 非常に高い

5 高い

4 やや高い

3 やや低い

2 低い

1 非常に低い

1時間後

現在

予測値

土砂災害警戒情報（連携案）による判定は、5kmメッシュの土壌雨量指数と1kmメッシュの60
分積算雨量によって行うため、5kmメッシュデータを活用することが望ましい

土砂災害警戒情報

５ｋｍメッシュデータによる危険度の分布や時間推移の把握

２時間後

①

□□県土砂災害警戒情報第×号 　　　平成△△年□月□日□時□分
△△県　△△地方気象台　共同発表

警戒対象市町村：○○市、××町
今後2時間以内に、大雨による土砂災害の危険度が非常に高くなる見込みです。
土砂災害危険箇所及びその周辺では厳重に警戒して下さい。警戒対象市町村

での今後３時間以内の最大1時間雨量は多いところで60mmです。

問い合わせ先
○○○-○○○-○○○○(□ □ 県砂防課)
× × × -× × × -× × × × (□ □ 地方気象台)

20km/h

30km/h

実況強雨域
（1時間30mm以上）

△ △地震の 際に震度4
以上となっ た地域

凡例

発表対象市町村

長さは 1時間の

移動距離に対応

土砂災害警戒情報の提供

○町

5km

5km

市町
村界

5k
m

5k
m

地すべり

土石流

急傾斜

凡例
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郵便局など全壊４棟。ただし、人
的被害はなし。

平成17年台風第14号による土砂災害
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（防災無線）
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16:10
自主避難呼びかけ

（防災無線）
8:55

自主避難呼びかけ
（防災無線）

20:00
自主避難呼びかけ

（消防団）

19:50
土砂災害警戒情報

9:30
土石流発生

死者３名

平成19年台風第４号
垂水市では、それ以前の降雨もあり、迫り来る台
風による豪雨も想定されたため、急傾斜地崩壊危
険箇所及び土石流危険渓流を有する地域に対し
て避難勧告を発令。土砂災害警戒情報がいずれ
発令されるのを見越し、避難時間を確保するため
に早めの発令に努めた。

鹿児島県垂水市の避難勧告
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■災害経験の有無によって避難行動が異なる

警戒避難の実態

■土砂災害の人的被害は、近い過去に発生していない
ところで多い。

90%

0% 5%

5%

10年以内
11～20年前
21～30年前

不明（96年以上）

災害が発生する前に避難した人の割合は、
近年土砂災害を経験した地区では８割、経
験していない地区では１割であった。

H18年7月豪雨時に土砂災害により人的被害が発生した箇所等の
地区における住民に対するアンケート調査より作成

（国土交通省河川局砂防部砂防計画課）

近年土砂災害を経験
した地区

近年土砂災害を経験
していない地区

91%
災害発生前に避難した

災害発生前に
避難しなかった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

9% 91%

78% 22%

災害発生前に
避難した

災害発生前に災害発生前に
避難しなかった避難しなかった

土砂災害発生箇所での直近過去の土砂災害発生年
（大正以降）

【全63箇所：H16～18年災害で人的被害発生箇所】
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正常性バイアス（正常化の偏見）

・多少の異常事態が起こっても、それを正常の範囲内としてとらえ、
心を

平静に保とうとする働きのこと

・自分にとって都合の悪い情報を過小評価

→災害時に逃げない、逃げ遅れる

『大したことはない』、『前も大丈夫だった』、『隣の人も逃げ
ていない』、、
正常性バイアスの克服のため、

・『正常』から『異常』へスイッチを入れる

→専門家のアドバイス、情報伝達の工夫

・都合の悪い情報（危険箇所）を知らせるだけでなく、なぜ危ないか、
どう回避するかを普段から認識してもらう

→住民とのコミュニケーション

※防災心理学「人は皆“自分だけは死なない”と思っている」宝島社・著者山村武彦、

ITpro「自分だけは大丈夫」、セキュリティ対策を妨げる「正常化の偏見」日経ＢＰ社記事をもとに作成
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土砂災害の警戒避難体制を構築するうえで大切なこと

住 民

行 政

〈防災力を向上するために〉

・住民と行政の対話

・防災訓練

・地域コミュニティの強化

・情報共有

認識
知識
意識

〈土砂災害の特徴〉

・永年起きてなくても突然、

前触れも少なく突発的に発生

・大きな破壊力で人命を奪う悲惨な災害

・発生予測が困難

※膨大な危険箇所、ハード対策はまだ2割

⇒ソフト対策が必要

〈役割分担〉

共
通
認
識

協働

大学
ボランティア等

アドバイス
支援

両
者
の
主
体
的
取
組
と
連
携

（豪雨時）的確な避難

（平常時）地域防災力の強化

（豪雨時）情報提供、避難勧告

（平常時）防災意識･知識の普及
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時 間 的 切 迫 性

山鳴り・地鳴り

流水の異常な濁り
流木発生
渓流内の転石の音

★土石流

★がけ崩れ

湧水量の増加

湧水が濁り 亀裂の発生

小石が
ぼろぼろ落下

土石流発生

がけ崩れ発生

★地すべり

地すべり発生

小石が
ぱらぱら落下

亀裂の発生
井戸水の濁り

山鳴り・地鳴り

湧水量の増加

水位の急激な低下

土砂災害の前兆現象
〔注意〕・必ず起きるとは限らない

・近寄ると危険
・前兆現象を見つけたら
→避難。災害１１０番
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児童を対象とした説明会（H18統一防
災訓練・和歌山県九度山町）

自主防災組織による夜間防災訓練の実施（広島
県安佐南区伴地区自主防災会）

住民主体の手作りハザードマップ防災教育

土砂災害警戒区域等に関する住民説明会
（H18統一防災訓練・高知県土佐市）

住民への説明会 防災訓練

群馬県みなかみ
町粟沢地区

く ど やま

住民との連携による被害の軽減
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おわり


